
大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」

1.医療事故の判断
および 医療事故
調査等 に関する

支援

(1)医療事故の判断
に関する支援

1

これまでの「センター合議」における議論を整理し、医療
機関の管理者が医療事故を判断する際の参考となるような
情報提供を行う。併せて、医療事故の判断について助言を
行う支援団体とも、研修等を通じて情報共有を行う。

・医療の起因性、予期性に関して医療機関の参
考となるような情報整理を行った上で、セン
ターが行う各種研修を通じて情報提供できるよ
うに検討中

2

医療機関の管理者や医療安全担当者が本制度に関する理解
を随時深めることができるよう、動画教材等をセンターの
ホームページ等で提供する。また、医療機関の管理者等を
対象とした研修について、周知方法の工夫等により参加を
促進する。

・制度理解を促すうえで効果的となる情報とそ
の提供方法を検討中

3
遺族からの相談対応を改善するため、「伝達」に関して、
ホームページや研修等で広く周知し、より活用されるよう
努める。

・活用されやすい周知内容・方法を検討中

4

「伝達」および「センター合議」の対象となった事例につ
いて、医療機関の協力のもと、遺族等への説明の状況や医
療事故の判断等について任意の情報収集を行う。その際、
「伝達」や「センター合議」の助言を踏まえて医療機関内
での意思決定や遺族等への対応等について情報収集して実
態の把握に努め、医療機関への支援や研修の質向上につな
げる。

・医療機関から情報収集する内容及び方法を検
討中

「医療安全の更なる向上を目指す検討会報告書」を踏まえた対応について

令和８年８月時点の取り組み状況

令和8年度の取り組み
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

1.医療事故の判断
および 医療事故
調査等 に関する

支援

(2)医療事故の院内
調査に関する支援

5

センターが行う各種研修の実施にあたり、医療事故を疑う
事例発生時の初期対応、ヒアリングや背景要因の分析を含
む院内調査の手法、遺族等への説明方法等を含め、研修内
容をより実践的なものへとブラッシュアップし、更なる充
実を図る。

・医療法施行規則の一部を改正する省令（令和8
年厚生労働省令第27号）に基づいた研修内容を検
討中

6
医療事故調査の経験のない医療機関等を対象として、院内
調査の進め方や報告書作成が更に充実するように、医療機
関の求めに応じて支援を行う取り組みを企画、実施する。

・医療機関が求める支援内容を把握するための
方法を検討中

7

センターがホームページに掲載している院内調査報告書の
参考様式を、医療事故調査の手法に関する各種資料や、多
くの医療事故調査の経験を通じてセンターに集積された知
見等を踏まえ、医療機関の参考に資する内容に改訂する。

・院内調査報告書の参考様式について改訂する
内容を検討中

8
AI等を活用して院内調査報告書を分析し、医療機関の支援
に活用できる要素を整理、検討する。

・医療機関の支援に活用できる要素の整理を継
続実施中

9
医療機関が遺族等へ病理解剖の説明をする際に用いること
ができる説明資材について、関係学会等の協力のもと、遺
族等がより理解しやすいよう見直しを行う。

10

遺族等へ行う病理解剖の説明に関して、その実施者や説明
方法、配慮が求められること等について、医療機関におけ
る実践例を情報収集するとともに、好事例を研修やビデオ
で紹介する等、医療機関向けの情報提供の拡充を検討す
る。

(3)医療事故の病理
解剖の実施に関する

支援

・解剖について検討するため、関係学会・団体
で構成するWGを８月に設置予定
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

11

院内調査報告書をもとに、死因や臨床経過に関する検証お
よび再発防止策の検討にあたって病理解剖が有効であるこ
とを分析・発信し、病理解剖の重要性について医療者の理
解を促進する。

・センター調査報告書をもとに病理解剖の有用
性を示す内容を整理し、学会への発表に向けて
準備中

12
関係学会や遺族団体と協力し、病理解剖の意義や重要性に
ついて医療従事者および国民へ啓発する活動に取り組む。

13
現状の病理解剖実施体制について、支援団体および連絡協
議会に協力して実態や課題を把握し、病理解剖の円滑な実
施に向けて取り組みを進める。

2.医療事故の再発
防止策の作成と

普及啓発

(1)提言および警鐘
レポートの作成

14

「提言」や「警鐘レポート」の分析課題の抽出をより多角
的に行うために、専門家の協力を得て、すべての院内調査
報告書を対象として、傾向や特徴を把握し、類似事例を比
較して、分析課題を抽出する体制を構築する。また、その
際、AI等のテクノロジーも活用する。

・院内調査報告書の専門家によるレビュー体制
の構築に向けて検討中
・類似事例の比較について、生成AIを活用する
予定

15

現在実施している医療機関に対する「提言」の活用状況に
関する調査は、現状の把握と改善策を検討するため、今後
も引き続き実施する。その結果を分析し、提言内容の質向
上につなげるとともに、医療機関における提言内容の実践
につながる支援策を検討する。

・2025年度に実施した医療機関や学会員を対象
としたアンケートの集計・分析結果から動画の
周知を強化する方法を検討中
・2026年度アンケートの実施に向けて具体的内
容を検討中

・解剖について検討するため、関係学会・団体
で構成するWGを８月に設置予定（再掲）
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

2.医療事故の再発
防止策の作成と

普及啓発

(2)提言および警鐘
レポートの普及啓発

16

医療機関が「提言」等を実際に活用して医療事故防止の取
り組みを行った事例をセンターに情報提供できる仕組みを
構築し、他の医療機関が自院の医療事故防止の参考とする
ことができる体制を整備する。

・2025年度主催研修後のアンケート結果から、
医療安全活動に取り組んでいて協力いただける
医療機関の現状を把握中

17

「提言」に関する研修等を実施する場合、例えば学会と協
力して当該研修等が専門医資格の取得や維持に必要な単位
の対象となるような取り組みを行う等、研修内容だけでな
く、受講の動機づけのための工夫を含め検討する。

・専門医の資格取得等が可能となるよう、関連学
会と連携の方法と研修内容について検討中

18
「提言」や「警鐘レポート」等を積極的、かつ、効果的に
周知するため、医療安全情報を発信する他組織や学会、企
業等、関係機関との相互の協力体制を強化する。

・提言や警鐘レポート公表後、周知の協力依頼
を継続的に実施（6月に関係学会へ警鐘レポー
トNo.6の周知依頼を実施）
・医療事故の再発防止のために、関係機関との
連携強化に向けた方法を検討中

19

院内調査結果が当該医療機関における医療安全の向上につ
ながっていると共に、「提言」に活用されていることが遺
族にも伝わるように、国民にも成果物を広く発信する方法
について検討する。

・第１回市民公開講座（2026年1月開催）をもと
にした番組「医療事故調査10年～いま求められる
医療とは～」がNHK Eテレで放映（7月4日）
・第2回市民公開講座を2027年夏頃に開催する方
向で企画を検討中
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

3.センター調査の
実施

20

センター調査の期間短縮に向けて、業務の見直し、AI等の
テクノロジーの活用の検討を進める。併せて、センター調
査に関する遺族および医療機関への説明の際に、調査期間
が長くかかることについて丁寧な説明を継続する。

・AI等のテクノロジーを活用した運用手順につ
いて検討中
・遺族および医療機関に対する調査期間につい
ての丁寧な説明は継続実施中

21
センター調査報告書交付後に医療機関および遺族に対して
実施しているアンケートについて継続して実施し、セン
ター業務の改善につなげる。

・センター調査報告書交付後のアンケートを継
続実施中

22
センター調査の質の維持向上のため、トレーニングセミ
ナーを継続する。

・2026年度のトレーニングセミナー実施に向け
てプログラムを検討中

23
司法解剖の結果については、警察署等への情報提供依頼を
継続する等、解剖結果が得られるよう努める。

・解剖について検討するため、関係学会・団体
で構成するWGを８月に設置予定（再掲）

24
センター調査から得られた再発防止のための知見が、当該
医療機関以外の医療機関や学会・企業等においても活用さ
れ得るような方策を検討する。

・センター調査で得られた再発防止策につい
て、提言や警鐘レポートのテーマ選定時の参考
にするとともに、学会や企業等においても活用
される方策を検討中

25
センター調査・報告書作成マニュアルの提示については、
厚生労働省の方針を踏まえ、必要な取り組みを進める。

・検討中
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

4.医療事故調査に
係る研修

26

医療事故に関する研修については、医療事故の判断の支援
につながる研修方法や内容について工夫するとともに、医
療事故調査の経験・習熟度等を考慮した研修を企画し、実
施する。

・関係省令の一部改正を踏まえ、医療事故の判
断の支援につながる研修方法や内容について検
討中
・経験・習熟度等を考慮した研修は別途企画中

27

センターが過去に研修等で使用した医療事故調査制度に関
する説明資料を活用し、医療機関の管理者・実務者や支援
団体がホームページ等で適宜学習や研修資料として活用で
きる教材を提供する。

・動画教材等の研修資料の内容、提供方法につ
いて検討中

28 「提言」を公表した後の類似事故の報告数を確認する。 ・報告数の確認を実施中

29
公益財団法人 日本医療機能評価機構等の他団体が公表して
いるデータベース等を活用して、客観的指標を用いてセン
ター業務の効果の評価ができないか検討する。

・検討中

30
センター業務で得られた情報を用いて、情報の秘匿性に適
切に配慮しつつ、センター内で学術的な研究を行い、医療
安全の向上に還元するための体制を整備する。

・「人を対象とする生命科学・医学系研究に関
する倫理指針ガイダンス」に沿って研究倫理審
査委員会を2月に設置し、８月に第1回開催（予
定）

5.その他、医療
安全の確保を図る
ために必要な業務

(1)センター業務の
効果の把握
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大項目 小項目 № 報告書に記載されている「今後の対応」 令和８年８月時点の取り組み状況

(2)国民への制度
周知

31

医療事故が疑われる状況に置かれた遺族、医療機関を受診
している患者・家族、日常的には医療機関を受診していな
い国民が、それぞれの状況に応じて必要な情報を得ること
ができるように、周知方法を検討する。

・第１回市民公開講座（2026年1月開催）をもと
にした番組「医療事故調査10年～いま求められる
医療とは～」がNHK Eテレで放映（7月4日）
（再掲）
・第2回市民公開講座を2027年夏頃に開催する方
向で企画を検討中（再掲）

32
医療安全支援センター等と連携し、医療事故調査制度を周
知することを検討する。

・厚生労働省から「医療安全支援センター運営
要領について」の一部改正があったことを踏ま
え、医療安全支援センターと医療事故調査・支
援センターとの連携方法について検討中

33
周知に用いる媒体として、SNS等の活用も考慮しながら、医
療事故調査制度をより効果的に国民へ周知するための方策
を検討する。

・LINE、anなびによる配信を継続実施中

34

市民公開講座の開催を契機に、国民に周知すべき内容を整
理する。その際には、医療事故調査制度そのものの広報周
知に加え、各医療機関が医療安全の推進に日頃から自律的
に取り組んでいることを、国民が認識できるような内容を
検討する。

・第2回市民公開講座を2027年夏頃に開催する
方向で企画を検討中(再掲)
・2025年度主催研修後のアンケート結果から、
医療安全活動に取り組んでいて協力いただける
医療機関の現状を把握中(再掲)

(3)業務の基盤とな
る情報セキュリティ

35

AI等の新たなテクノロジーをセンター業務へ導入するにあ
たっては、センターの情報セキュリティ水準に適うよう都
度検討を行い、対応する。また、現状の情報セキュリティ
水準を維持し、新しい技術にも対応できるよう、職員に対
する教育や、情報セキュリティ監査の内容の見直しを継続
的に行う。

・継続実施中
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